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宣    言 
 

 積雪寒冷という厳しい自然条件下にある豪雪地帯は、豊かな土地、

水資源、優れた自然環境等に恵まれており、これらを有効に活用し、

地球温暖化の防止、水源涵養、食料生産、国土保全など国民生活の

根底を支える公益的機能を果たしている。 

 他方、豪雪地帯町村をめぐる社会情勢は、地方財政の逼迫、若年

層を中心とした人口の流出や高齢化の進行により、冬期における住

民生活に著しい支障をきたしており、このままでは国土保全等の公

益的機能の維持さえも困難になりかねない。 

 このような状況下において、豪雪地帯町村が、雪と親しみ、雪と

共生した魅力ある地域社会の形成に寄与するためには、国・都道府

県と連携を保ちながら、効果的かつ効率的な振興対策を展開するこ

とが不可欠である。 

 また、豪雪地帯町村の多くを占める過疎地域においては、多くの

集落が消滅の危機に瀕するなど、これまで以上に深刻な状況に直面

しており、住民の安全、安心な暮らしを守っていくためには、一層
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の総合的な支援が必要であることから、「過疎地域自立促進特別措

置法」が平成２２年３月末をもって失効するため、新過疎法の制定

を強く求めるものである。 

 よって、政府・国会は、豪雪地帯対策特別措置法の趣旨に沿って、

積雪期においても、円滑な産業活動や快適な生活を実現できるよう

総合的な豪雪対策を展開すべきである。 

 我々もまた、分権時代に対応した行財政改革を断行し、新時代に

ふさわしい雪国社会の創造に全力で取り組むことをここに誓う。 

 以上、宣言する。 

 

平成２１年１１月１１日 

第３４回豪雪地帯町村議会議長全国大会 
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決    議 
 

 豪雪地帯の個性と活力ある発展と住民福祉の向上を図るために

は、雪害防除等の克雪対策に加え、利雪・親雪対策に国土保全を含

めた総合的な豪雪地帯振興対策を確立し、豪雪地帯の活性化を図る

ことが不可欠である。 

 よって、政府・国会は、豪雪地帯対策基本計画に基づき、下記対

策を積極的に推進されるよう強く要望する。 

 

 

記 

  

１ 無雪道路網の整備促進と防除雪事業の推進 

 １ 冬期における交通網及び通信網の確保 

 １ 雪に強い文教・生活環境・社会福祉施設の整備促進 

１ 冬期無医地区等に対する医療対策の強化 

 １ 豪雪地帯の実状に即した税制・財政の実現 

 １ 雪国の特性を活かした農林業及び産業振興対策の強化 
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 １ 定住の促進及び克雪・利雪・親雪対策の強化 

 １ 雪害対策及び消防・防災体制の強化 

 １ 安全で住みよい豪雪地帯形成のための調査研究の促進 

 

 以上、決議する。 

 

平成２１年１１月１１日 

第３４回豪雪地帯町村議会議長全国大会 
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第１ 豪雪地帯対策の充実強化 

 

 

１ 豪雪地帯対策の充実強化 

新しい豪雪地帯対策基本計画に基づく雪国の特性を生かした豪雪

地帯対策の推進に当たっては、道府県計画を最大限尊重し、総合的な

豪雪地帯対策を推進すること。 
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第２ 冬期交通・通信の確保 

 

 

１ 道路交通の確保 

   冬期の交通確保に万全を期するため、積雪寒冷特別地域道路交通

確保５箇年計画を着実に推進すること。 

 

   積雪や凍結による交通障害は、地域住民の生活や産業経済活動に

大きな影響を与えることから、雪寒道路の指定の拡大を図るととも

に、その除排雪、防雪及び凍雪害防止対策に係る財政措置を強化す

ること。 

   また、国、道府県、市町村相互間で整合性のとれた消除雪体制を

確立すること。 

 

   除雪機械の整備・普及を図り、積雪期における道路の確保に努め

るとともに、除雪機械の格納庫の設置に係る財源を確保すること。 

   また、除雪機械に係る燃油価格の高騰に対処するため、揮発油税

及び軽油引取税の減免措置を講じること。 

 

   特別豪雪地帯における基幹的市町村道改築の道府県代行事業に

ついては、事業の積極的推進を図るため財政措置を充実すること。 

 

   雪国の安全で快適な歩行者空間をつくるため、歩道除雪の充実、

消雪施設の整備、流雪溝の設置、堆雪幅の確保など各種事業の協調

による冬期バリアフリー対策を総合的に推進すること。 

 

   スノートピア道路事業を推進し、積雪・堆雪に配慮した体系的な

道路整備を行うとともに、消融雪施設、流雪溝等の整備を行うこと。 

 

   異常豪雪時における雪捨て場、一時堆積場所の確保をはじめとす

る道路と住宅の総合的雪処理を推進すること。 
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２ 鉄道・バス交通の確保 

   豪雪地帯における鉄道輸送を確保するため、防除雪設備を整備す

ること。 

 

   豪雪地帯の住民の足となるバス路線を確保するため、防除雪設備

及び体制を強化するとともに、地方バス路線運行維持対策を強化す

ること。 

 

 

３ 通信の確保 

   豪雪による通信機能の停滞を防ぐため、通信線路の地下ケーブル

化の整備、着雪防止工法の採用などの雪害防除対策を強化すること。 

 

   山間豪雪地域など条件不利地域における情報連絡体制を確保す

るため、情報通信基盤及び移動通信用鉄塔施設の整備に対する財政

措置を充実すること。 

   特に、地上デジタル放送への完全移行に係る財政措置の拡充を図

ること。 
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第３ 文教・生活環境施設等の整備及び医療対策の強化 

 

 

１ 文教施設の整備促進 

  耐雪耐寒構造の公立文教施設、屋内社会体育施設等の整備を促進す

ること。 

また、冬期通学困難地域については、スクールバス等就学を確保す

るための設備配置に必要な措置を講じること。 

 

 

２ 生活環境施設の整備促進 

   融雪・流雪機能を装備した下水道施設など豪雪地帯に適合した生

活環境施設の整備に係る財政措置を充実すること。 

 

   消流雪用水の安定した供給を図るため、雪対策ダム事業、消流雪

用水導入事業を促進すること。 

 

 

３ 社会福祉施設の整備促進 

  社会福祉施設の整備については、豪雪地帯の実態を踏まえ所要の財

政措置を講じること。 

  また、社会福祉施設に係る除雪経費の財政措置を充実するとともに、

対象地域を豪雪地帯全域に拡大すること。 

 

 

４ 医療対策の強化 

  冬期無医地区等の医療体制を強化するため、へき地診療所の   

運営に係る財政措置を充実すること。 

  特に、巡回診療用雪上車、患者輸送用雪上車等豪雪地帯の医療に 

必要不可欠な設備配置に係る財政措置を充実すること。 
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第４ 税制・財政対策の改善 

 

 

１ 地方交付税の配分強化 

  地方交付税の寒冷地補正の改善を図るなど、豪雪地帯に対する地方

交付税の傾斜配分を強化すること。 

 

 

２ 豪雪対策関係地方債枠の拡大 

  豪雪地帯対策に係る財源を確保するため、一般単独事業債の豪雪対

策事業分及び自然災害防止事業分の起債枠を拡大すること。 

 

 

３ 国税、地方税の特例制度の創設等 

   雪国の生活実態を考慮し、屋根の雪おろしに係る雑損控除制度を

充実させること。 

   また、積雪寒冷による不可避的な生計費増嵩に対する税負担の軽

減を図るため、雪寒控除制度の創設を検討すること。 

 

   豪雪地域における新築住宅は、建設費が一般地域に比べて高額な

ため、固定資産税の軽減措置の拡充を図ること。 

 

   小規模住宅用地に係る固定資産税の課税標準額の特例措置に関

して、豪雪地帯については、雪処理スペースを考慮し、その対象面

積を拡大する措置を新たに講じること。 

 

 

４ 公共事業の適期施行確保 

  豪雪地帯における公共事業の適期施行を確保するため、補助事業と

これに対する起債配分の早期決定等抜本的対策を講じること。 
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第５ 農林業振興及び産業対策の強化 

 

 

１ 農林業振興対策の強化 

   農業の振興 

   冷涼な気候条件を活かした農業の生産性向上を図るため、農業生

産基盤整備事業及び農村整備事業を推進すること。 

 

   林業の振興 

   豪雪地帯に適した林業の推進を図るため、森林整備事業及び治山

事業の所要額を確保すること。 

   また、豪雪に起因する造林被害に対し復旧助成措置の強化拡充を

図ること。 

 

   農道及び林道の整備促進 

   農林業の振興を図るため、農道及び林道の整備事業を促進する 

こと。 

 

 

２ 産業振興対策等の強化 

   雪資源などの環境資源を積極的に活用した計画的な地域振興策

を推進するため、スキー、スケート場等のレクリエーション施設の

整備事業に対する財政措置を充実すること。 

 

   豪雪地帯における雇用の拡大を図るため、通年雇用を推進すると

ともに、冬期の季節的業務に従事する労働者に対する援護措置を 

拡大すること。 

 

   出稼労働者援護対策を充実強化すること。 
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第６ 定住の促進及び克雪対策等の強化 

 

 

１ 定住の促進 

   克雪住宅共同整備事業については、街路事業、道路整備事業、  

市街地再開発型区画整理事業等との一体的実施による面的無雪街

区整備を促進すること。 

 

   高齢化社会の進展を踏まえ、既存住宅の克雪化を含めた克雪住宅

の普及を促進すること。 

   また、雪処理が困難な高齢者が冬期間だけ移住できる冬期居住施

設の整備を推進すること。 

 

   雪処理の担い手を確保するため、ボランティアの育成や地域外か

らの応援に対する支援策を講じること。 

   また、異常豪雪時においては、速やかに自衛隊の災害派遣を行い

孤立集落や高齢者世帯に対する雪処理を支援すること。 

 

 

２ 克雪、利雪、親雪対策の強化 

   安全安心な雪国創造事業を推進するとともに、雪国の抱える課題

と現状を踏まえた街づくりの方策を調査、検討すること。 

 

   豪雪地帯における住民の生活及び諸活動の安全性と利便性を向

上させるため、道路・交通情報、気象情報、地域情報、生活情報な

ど雪に関する多様な情報を提供する総合的雪情報システムの構築

を促進すること。 
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第７ 防災対策の強化 

 

 

１ 雪害対策の強化 

   雪崩災害を防止するため、危険箇所の雪崩防止施設の整備を推進

するとともに、監視装置の設置や警戒避難体制の確立など総合的な

雪崩対策を展開すること。 

   また、治山事業による雪崩の防止対策も強化すること。 

 

   雪崩等による土砂災害を防止するため、雪対策砂防モデル事業の

促進と事業量の拡大を図ること。 

 

   地吹雪による被害を未然に防ぐため、予報・警備体制を強化する

とともに、防雪柵、待避駐車場など地吹雪対策設備の整備促進を図

ること。 

 

 

２ 消防・防災体制の強化 

   冬期における消防機能の低下を防ぐため、消防防災施設及び設備

の整備に係る財政措置を充実すること。 

 

   降雪期の地震災害に対処するため、積雪地帯における地震防災 

対策及び復旧等援護対策を早期に確立すること。 
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第８ 調査研究の推進 

 

 

１ 総合的な調査研究体制の確立 

  豪雪対策に関する既存の研究機関の機能を拡充するとともに、

「産・官・学」一体となった総合的な調査研究体制を確立すること。 

 

 

２ 雪資源活用のための調査研究 

  雪資源を積極的に活用するため、克雪・利雪・親雪に関する調査  

研究を推進すること。 

  また、雪の冷熱エネルギー活用技術を更に発展させるとともに、 

その活用を図るための事業を促進すること。 

 

 

３ 生活環境改善のための調査研究 

   安全で住みよい豪雪地帯を形成するため、集落における除排雪体

制のあり方など雪国における住環境の課題について調査研究を進

め、その対策を講じること。 

 

   雪による道路交通の遮断を防ぐため、除雪機械、道路交通確保 

技術等に関する調査研究を推進すること。 

 

   安価で自然にやさしい凍結防止剤及び路面凍結防止舗装の研究

開発を推進すること。 

 

   豪雪地帯への定住促進のため、克雪住宅に関する調査研究を推進

すること。 

 
 
 
 


